防災対策（減災）の目標設定について
	№
	国の報告書等
	
	最大クラス
	備　　考

	１
	防災基本計画
【平成24年9月】
	■地震（大規模地震以外）　　　　　　　　　　　　
〇関係地方公共団体は、地震防災戦略が対象とする大規模地震以外の地震についても地域特性を踏まえた被害想定を実施し、それに基づく減災目標を策定し、国の協力の下、関係機関、住民等と一体になって、効果的かつ効率的な地震防災対策の推進に努める。
■津波【最大クラスの津波に比べて発生頻度が　
　高く、津波高は低いものの大きな被害をもた　
　らす津波】　　　　 　　　　　　　　　　 
○比較的発生頻度の高い一定程度の津波に対しては、人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、効率的な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備を進めるものとする。
	■地震（大規模地震）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇大規模地震は、想定される被害が甚大かつ深刻であるため、発生までの間に、国、地方自治体、関係機関、住民等が、様々な対策によって被害軽減を図ることが肝要。
■津波【発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大　
　クラスの津波】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○最大クラスの津波に対しては、住民の生命を守ることを最優先として、住民等の避難を軸に、住民の防災意識の向上及び海岸保全施設等の整備、浸水を防止する機能を有する交通インフラの等の活用、土地のかさ上げ、避難場所・津波避難ビルや避難路・避難階段等の整備・確保等の警戒避難体制の整備、津波浸水想定を踏まえた土地利用・建築制限等ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員する「多重防御」による地域づくりを推進するとともに、臨海部の産業・物流機能への被害軽減など、地域の状況応じた総合的な対策を講じる。
	■地震（一般的な地震動・高レベルの地震動）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇施設等の耐震設計に当たっては、供用期間中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的な地震動と、発生確率は低いが直下型地震又は海溝型巨大地震に起因する更に高レベルの地震動をともに考慮の対象とする。この場合、構造物・施設等は、一般的な地震動に際しては機能に重大な支障が生じず、かつ高レベルの地震動に際しても人命に重大な影響を与えないことを基本的な目標として設計する。

	２

	国土強靭化（防災・減災）推進に向けた考え方（案）
【平成25年4月10日】
国土強靭化の推進に関する関係府省庁連絡会議

	　

	■大規模災害等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇いかなる大規模災害等が発生しようとも、
・人命は何としても守り抜く
・行政・経済社会を維持する重要な機能が致命的な損傷を負わない
・財産・施設等に対する被害をできる限り軽減し、被害拡大を防止する
・迅速な復旧・復興を可能にする
ことを基本的な方針とする「強くてしなやかな（強靭な）」国づくりを進める。
	○８つの目標
・大規模災害が発生したときでもすべての人命を守る
・大規模災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）
・大規模災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
・大規模災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する
・大規模災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない
・大規模災害発生直後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る
・制御不能な二次災害を発生させない
・大規模災害発生直後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

	４
	南海トラフ巨大地震対策について（中間報告）
【平成24年７月19日】
中央防災会議
防災対策推進検討会議
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ

●南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）素案〔未定稿〕
【平成25年3月12日】
中央防災会議
防災対策推進検討会議
南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループから抜粋
	■津波（レベル１）　　　　　　　　　　　　　　　
〇海岸堤防等については、その費用対効果等を勘案しつつ、海岸管理者が設定する「発生頻度は比較的高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波」（レベル１の津波）を基本として、整備が行われるもの（P4)（●同様の記述P９）
	■津波（レベル２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇災害時に重要な役割を担う行政関連施設、学校等や、災害時要援護者に関わる社会福祉施設、医療施設等については、「発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波」（レベル２の津波）により重大な被害が発生することは少なくとも回避すべき。（P5)（●同様の記述P９）
〇津波に強い地域構造の構築により、津波避難に関するリスクの低減を図ったとしても、レベル２の津波から住民等の生命を守るためには、津波からの安全で確実な避難を確保する体制を整備していくことが不可欠（P6)
〇避難場所・避難施設、避難路・避難階段等については、これまで、専ら、レベル１の津波を想定して、その整備が図られてきたが、２つのレベルの津波を想定した対策の考え方に基づき、これらの施設については、レベル２の津波にも対応できるよう、津波浸水想定、ハザードマップ等を踏まえ、その整備を着実に推進すべき。（P8)（●同様の記述P13）
■地震・津波（最大クラス）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇今回の最大クラスの地震・津波は「少なくとも命を守る」ことを目的として設定されたものであり、その発生確率は現時点では具体的に算定できず、またその発生頻度は極めて低いものである。（P5)
	■津波（レベル１、レベル２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇地方公共団体が、レベル１及びレベル２の津波に適切な対応ができるよう、例えば、防災対策の実施目標を明示して、津波対策基盤（防災施設、避難施設、土地利用等）の強化に関する整備計画を策定し、国が地方公共団体の当該計画の実施に対して必要な支援を行う仕組みについて、具体的な検討を進める必要がある。（P6)（●同様の記述P11）
■地震　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇南海トラフ巨大地震対策に関するマスタープランを新たに策定する必要があり、特に予防対策については、人的・物的被害に関し、期限を定めた定量的な減災目標を設定し、減災目標を達成するために必要な施策に関する数値目標を設定することを通じて、具体的に対策を推進することが必要（P16)（●同様の記述P55）

	５
	大阪府地域防災計画
【平成24年3月】
	■地震（大規模地震以外）　　　　　　　　　　　　
〇関係地方公共団体は、地震防災戦略が対象とする大規模地震以外の地震についても地域特性を踏まえた被害想定を実施し、それに基づく減災目標を策定し、国の協力の下、関係機関、住民等と一体になって、効果的かつ効率的な地震防災対策の推進に努める。
■津波【最大クラスの津波に比べて発生頻度が
　高く、津波高は低いものの大きな被害をもた
　らす津波】　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○比較的発生頻度の高い一定程度の津波に対しては、人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、効率的な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備を進める。
	■地震（大規模地震）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇大規模地震は、想定される被害が甚大かつ深刻であるため、発生までの間に、国、地方自治体、関係機関、住民等が、様々な対策によって被害軽減を図ることが肝要。
■津波【発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす最大　
　クラスの津波】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○最大クラスの津波に対しては、住民の生命を守ることを最優先として、住民等の避難を軸に、住民の防災意識の向上及び海岸保全施設等の整備、浸水を防止する機能を有する交通インフラの等の活用、土地のかさ上げ、避難場所・津波避難ビルや避難路・避難階段等の整備・確保等の警戒避難体制の整備、津波浸水想定を踏まえた土地利用・建築制限等ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員する「多重防御」による地域づくりを推進するとともに、臨海部の産業・物流機能への被害軽減など、地域の状況応じた総合的な対策を講じる。
	〇災害時の被害を最小化する「減災」の考え方を防災の基本とし、たとえ被災したとしても人命が失われないことを最重視し、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、さまざまな対策を組み合わせて災害に備える必要あり。
■地震　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
〇平成１８年度に行った大規模地震の被害想定調査をもとに、被害（人的被害・経済被害）を１０年間（平成２０～２９年度）で半減させることなどを目標とする「大阪府地震防災アクションプラン）を定め、地震防災対策を推進。
〇施設構造物の耐震設計では、「供用期間中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的な地震動」と、「発生確率は低いが直下型地震又は海溝型巨大地震に起因する更に高レベルの地震動」を共に考慮の対象とする。施設構造物は、一般的な地震動に対しては機能に重大な支障が生じず、また高レベルの地震動に対しても人命に重大な影響を与えないことを基本的な目標とする。



	№
	国の報告書等
	
	最大クラス
	備　　考

	１
	石油コンビナート地域における従前の考え方

	■想定される災害　　　　　　　　　　　　　　　　　
○「想定される災害※」に対して、その災害の発生と拡大の防止等を図り、国民の生命、身体及び財産を保護。
※ 想定される災害（石災法第２条第３号）
・火事、爆発、石油等の漏洩・流出その他の
事故
・地震、津波その他の異常な自然現象により
生ずる被害

	
	・石油コンビナート防災計画では、想定される災害事象に対して「災害事象の発生・拡大を防ぎ、特別防災区域に係る災害から府民の生命、身体及び財産を保護する」ことが基本的な考え方。これは、最大クラスの津波に比べて発生頻度が高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波、いわゆるL１の考え方とは、被害想定については一定整合しているが、防災対策については、「人命の保護に加え、住民財産の保護、地域経済の安定化、効率的な生産拠点の確保の観点から、海岸保全施設等の整備を進める」という地域防災計画の対策の考え方とは異なっている。

	２

	石油コンビナート等防災体制検討会 報告書
【平成25年3月】

	
	■地震・津波（最大クラス）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
最大クラスの地震・津波を考慮して対策を推進していくことが必要。地震・津波の影響が著しく大きい場合には、個別の施設等における予防対策や拡大防止策にも限界があると考えられることから、以下のような方向性により対策を進めることが適当。
【当面の対応】
〇周辺地域の住民や関係事務所の従業者等の人命安全を最低限確保
（留意点）石油コンビナートは海沿いに建設→まずは安全な場所で身の安全を確保
【中長期な対応】
〇津波まちづくり等における都市計画や開発計画と連携して対処
→複合災害時の被害想定の結果に応じ、石油コンビナート等特別防災区域の位置、防災緩衝地帯の設定等も検討することが適当
	


資料６





【石油コンビナートにおける防災対策（減災）の目標設定について】








